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一般に、新聞・テレビなどマスメディアの急速な衰退は、インターネットの登場によってメディ

ア代替が促進されたためと理解されている。しかし、本稿では NHK 国民生活時間調査のメディア

接触時間をコーホート分析することにより、マスメディア接触は時代効果や年齢効果よりもコー

ホート効果で規定されるところが大きく、近年のマスメディアの衰退はそのメディアを支持する世

代の推移が主要な要因であることを示唆する結果を得た。 
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Ⅰ．はじめに 

2008 年頃からわが国ではテレビ、雑誌、新聞などのマスメディアの崩壊 1）についての報道が相

次いでなされている 2）。これに伴ってマスメディアに関係する論考も多く出版されるようになっ

た 3）。このような現象の背景には、アメリカで 2005 年にテレビ広告収入が急減したこと、あるい

は 2008 年末にロサンジェルスタイムスやシカゴトリビューンの経営母体であるトリビューン社

が破綻し、それに続いて 2009 年には多くの新聞社が廃刊となったこと、などアメリカでの一連の

マスメディアの不振に関連する報道がある。このような報道が相次いでなされる中で、日本でも

同様の事態が起きるのではないかとの連想が拡がったと考えられる。 

マスメディアの崩壊は、新聞に象徴的であるが、新聞に限定されたものではない。雑誌、ラジ

オ、さらには事業的には最大の規模を持つテレビまでもが危機的状態にあるといわれている。実

際に、わが国でも過去５年にわたって減少を続けてきた広告費が 2009 年に急減したことで、危機

感は一層現実味を帯びることとなった。株式会社電通が毎年発表している「日本の広告費」で、

2009 年の日本の広告費 4）は全体として 11％の減少、特に雑誌、ラジオ・新聞は 20％以上の減少
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となり、また、インターネット広告費がはじめてマス 4 媒体を上回ることとなった。 

このような広告費の減少はマスメディアの経営を直撃し、総務省がとりまとめた平成 20 年度の

一般放送事業者及び有線テレビジョン放送事業者の収支状況 5）では、営業損益及び経常損益は減

少、当期損益は大幅に減少し、地上系として初めて当期損益の全体額がマイナスとなったと報告

されている。 

このような認識が広まるにつれて、崩壊の原因についても論じられるようになってきた。これ

らの論考でマスメディアの不振の原因として共通して指摘されるのは、インターネットの登場と

普及である。インターネットという新しいメディアの登場により旧来のマスメディアの代替手段

が得られたことが直接的な原因であるする見方が多くを占めている。そしてその根拠とされてい

るのが、マス媒体の広告が不振を続けるのとは対照的にインターネット広告が順調に成長をして

いることである。 

しかし、マスメディアの崩壊はインターネットの登場によるメディア代替の結果なのであろう

か。本稿では、マスメディアには他の産業と同様に成長と衰退の内在的なプロセスが存在し、そ

の衰退を促進する要因はメディア需用者との関係性にあるとの仮説を設定する。この要因による

衰退期が偶然にインターネットの登場と重なったことで、多くのマスメディアが同時期に衰退し

たと考える。 

この仮説を実証的に検証するため、本稿ではマスメディアへの接触行動に注目した。すなわち

メディア接触が世代に埋め込まれた行動様式であり、その行動様式が世代を超えて伝承されるこ

とが少なければ、上記の仮説は支持されることとなる。さらに、この仮説が支持されれば、マス

メディアの盛衰は必然的なプロセスとなり、インターネットという代替手段の登場は衰退を加速

する要因でしかないことが明らかになると考える。 

 

Ⅱ．分析の方法 

１． コーホートとは 

「コーホート（cohort）」は一般的には「世代」と同義に用いられている。中村 6）によれば、コー

ホートは今日では人生のある契機をほぼ同時期に経験した人間集団を指すことばとして用いられ

るのが通例であり、何も冠さなければ出生コーホート（同時出生集団）を意味することになると

いう。ただし、以下のコーホート分析の方法論でも述べるように、同時出生集団としてのコーホー

トは厳密には「世代」とは異なる。 

同時出生集団の特徴を厳密に定義するためには、特定の世代を長期間にわたって観察した上で

さらに時代効果と加齢効果を除いた純粋な世代の持つ特徴を抽出する必要がある。たとえば同一

の「世代」を特定の時点で観察した結果はコーホートの特徴とはいえない。 

さらに、たとえ長期間にわたり継続的に観察したとしても、その世代の成長、加齢によって、



63 
 

 
 

マスメディアのライフサイクル分析 

あるいは観察時点の状況によって特定の世代の行動様式は変化するわけであり、その結果が年齢

によるものなのか、その時代の全体的な状況によるものなのかを識別することは困難である。そ

こで経時的に採取されたデータをコーホート分析により分析することで、純粋なコーホート効果

を抽出し、この効果がマスメディア接触を規定する主たる要因となっているかを検討することと

した。 

 

２．NHK 国民生活時間調査 

本稿で分析に用いた「NHK 国民生活時間調査」は NHK 放送文化研究所によって 19607）年以降

５年おきに実施されている調査である。調査の形式が過去に遡ってほぼ同じであること、調査が

定期的で詳細な集計結果が公開されていること、調査期間が定期的な調査となってからでもすで

に 50 年に及ぶ調査実績があることなどから、統計数理研究所が 1953 年以来 5 年おきに実施し、

わが国でのコーホート研究を進める契機 8）となった「日本人の国民性調査 9）」などとならんでわ

が国を代表する継続調査データ（パネルデータ）となっている。 

調査対象は全国 10 歳以上の国民であり、回答形式は 15 分を単位とした時間割表を用意してお

き、どの時間帯にどのような行動を行っていたかを書き込んでもらう形式で調査が実施された。

調査形式は 1960 年、1965 年は訪問面接法であり、1970 年以降は留置調査となっている。また、

1995 年からは調査方式が配布回収法によるアフターコード方式（調査相手が調査票に自由に記入

した行動を、コーダーが後で一定の基準で分類する）からプリコード方式（あらかじめ行動名が

印刷された調査票の該当の時間帯に調査対象者が線を引く）に変更されている。 

 

３．コーホート分析 

コーホート分析は、パネルデータの分析手法の一つであり、同一調査項目について得られる年

齢×調査時点別の集計データから、年齢・時代・世代（コーホート）効果を分離することによっ

て、社会の変化の要因を明らかにしようとする手法である。Frost10）よると、コーホートの概念が

最初に導入されたのは、1939 年に人口統計学の分野で死亡率などの変動を分析するためであった

とされる。その後社会科学分野への応用が試みられ、現在ではパネルデータの代表的な分析手法

として定着するに至っている。 

年齢・時代・世代（コーホート）効果を分離する必要性については以下のように説明すること

ができる。すなわち、データの変動が主に年齢効果によるものであることがわかれば、社会の成

員の意識や態度・行動は加齢にともなっていつの時代にあっても同じように変化し、その分布形

状は長期間にわたって安定するであろう。これに対しデータの変動が主にコーホート効果による

ものであることがわかれば、個人の意識や態度・行動は生涯を通して安定するが、世代交代によっ

て社会全体での分布は緩やかに変化していくと予測できる。またデータの変動が主に時代効果に
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よるものであることが分かれば、観察された変化に再現性はなく、その時代に特有の一時的な現

象として理解されることとなろう。このように観測される経時的な社会変化を３つの要素に分離

して説明・解釈を行うことは社会変容や意識変化の機序を解明する上で重要であり、コーホート

分析はその有力な方法であることが指摘されてきた（Ryder11）,Glenn12）,Maison and Fienberg13）,中

村 14）など）。 

しかしながら、McCullagh and Nelder15）が指摘するように、コーホート分析を年齢・時代・コー

ホート効果を説明要因とする一般化線形モデルの応用と考えた場合、数学的にはそれぞれの効果

の間に１次従属の関係が存在することとなる。そのために何らかの制約条件がなければこれら３

つの効果を一義に推定できないという問題が存在する。これをコーホート分析では識別問題と呼ぶ。 

このため識別問題を考慮する必要のない領域では比較的早くから同一の被験者に対する経時的

なデータが利用されてきたのに対して、社会科学などの識別問題に直面する領域での実用化は遅

れた。たとえば発達心理学の分野での発達過程の研究などでは、時代効果は実質的な意味を持ち

えないということで概念的に識別問題が回避されたため、この種のデータの利用が進んだ

（Baltes,Cornelius and Nesselroade16））。一方、社会科学の分野では時代効果が大きく影響する観察

対象が多く、識別問題を無視することはできない。このため以下に示したような識別問題解の方

法が提案されるまで実用化されることはなかったのである。ただし識別問題は以下の方法により

完全に解決されたわけではなく、今も様々な方法が提案されている 17）。 

現状で適応可能な識別問題への対応方法としては、何らかの制約条件を付加して３効果のパラ

メータを推定しようとする方法と、３効果のパラメータそのものの推定は不可能として統計学的

に推定可能な非線形成分の推定に議論を限り手法を確立する方法がある。 

本稿では前者の立場に立ち、パラメータ推定を行うことを考える。なお、制約条件を付加する

代表的な手法としては次のようなアプローチがある。 

① 中村 18）により提案された、隣り合うパラメータの１次階差の２乗和を小さく抑えるという

パラメータの漸進的変化の条件を取りこんだベイズ型コーホートモデルを定式化、赤池のベ

イズ型情報量規準 ABIC により最適なモデルを選択し、事後分析のモードにより３効果のパ

ラメータを推定するアプローチ。すなわち、いわゆる節約原理 19）を実現する方法である。 

② Greenberg20）により提案された、分散分析によって 3 要素（時代・加齢・コーホート）それ

ぞれの有意性を確認した上で、最小二乗法を用いてパラメータ推定値を求めるアプローチ。 

③ Mason21）により提案された、少なくとも２つ以上の年齢層、時点ないしコーホートの効果が

等しいという条件を付与し、最小２乗法によって解を求めるアプローチ。この手法は Mason 

and Fienberg4）により、従属変数が２項分布型の変数の場合にも適用できるよう拡張された。 

 

本稿では、③の方法を採用し Mason and Fienberg の提案した二項分布型への拡張モデルを用い
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て分析を行うこととした。 

 

４．コーホート表の作成 

コーホート分析に用いられるデータの形式をコーホート表と呼ぶ。コーホート表とは年齢区分

×調査時点の形式に分析対象のデータを集計・整理したものである。コーホート表は、調査間隔

と年齢区分幅を一致させた標準コーホート表と、両者の間隔が一致しない一般コーホート表に分

類できる。また、集計された数量の性質が回答比率である場合を特に比率型コーホート表として

区分する。 

先述の通り、NHK 国民生活時間調査は 1960 年以降５年毎に実施されているが、今回の研究で

は、この調査の集計に用いられる年齢区分が 10 歳刻みであり、また 2010 年３月時点で入手でき

る最新の調査結果が 2005 年時であることから、1965 年、1975 年、1985 年、1995 年、2005 年の

５回の調査結果を用いた。 

この形式に沿って、テレビ行為者率、新聞行為者率、ラジオ行為者率のそれぞれについて比率

型の標準コーホート表の作成を行った。その結果を表１、表２、表３、に示す。 

 

表１ テレビ行為者における標準コーホート表 

Age/Period 1965 1975 1985 1995 2005 

10～19 91.7 95.7 92.8 90.2 88.2 

20～29 91.1 96.9 89.5 85.6 82.7 

30～39 92.1 96.6 93.5 90.7 85.3 

40～49 88.4 92.9 94.2 92.2 88.9 

50～59 88.5 93.0 97.2 94.8 92.3 

60～69 88.0 94.4 98.2 96.6 94.9 

70 歳以上 75.6 95.7 95.7 96.1 95.7 

※全国民の平日の行為者率を示している．単位は％． 

 

表２ 新聞行為者における標準コーホート表 

Age/Period 1965 1975 1985 1995 2005 

10～19 25.8 17.1 11.4 13.0 06.9 

20～29 49.8 53.1 41.0 32.1 18.1 

30～39 54.0 66.5 58.9 52.5 28.9 

40～49 49.2 60.9 64.0 65.5 44.9 

50～59 49.5 53.8 60.3 70.1 57.7 

60～69 39.8 45.6 58.5 70.4 67.6 

70 歳以上 26.2 36.9 48.1 60.7 60.7 

※全国民の平日の行為者率を示している．単位は％． 
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表３ ラジオ行為者における標準コーホート表 

Age/Period 1965 1975 1985 1995 2005 

10～19 16.2 24.0 16.4 10.9 04.8 

20～29 23.9 29.4 24.6 13.3 08.5 

30～39 19.3 25.5 26.3 15.5 10.4 

40～49 19.4 25.8 26.6 20.6 14.2 

50～59 18.3 18.6 21.6 23.7 18.5 

60～69 19.5 13.7 16.1 20.7 24.0 

70 歳以上 16.7 14.9 13.1 15.2 19.2 

※全国民の平日の行為者率を示している．単位は％．

 

ここで「行為者率」とは、NHK 国民生活時間調査において調査期間内で 15 分を単位とした時

間割表にテレビ（または新聞、ラジオ）と記入された人の割合を意味している。すなわち、行為

者率とは一定期間のうちに一回でもその行為を行った比率であり、時間の長短は問わない。その

ため、行為に費やす時間の変動については安定的な結果が得られると考えられる。たとえばイン

ターネットの登場など、時代とともに新たな時間消費の項目が増加する場合にでも、時間の短縮

を要因に含まないため影響を最小限に抑えることが可能と考えられる。 

次に、これら３つの標準コーホート表についてテレビ行為者率、新聞行為者率の推移を図示し

たものを図１、図２に示す。 

まず、ここではコーホート分析を行う前に、コーホート表から概況を観察してみる。 

 

 

図１ 新聞行為者率の推移 

図１から「新聞を読む」という行為について見てみると、1965 年には 20 代、30 代で最も高い
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行為者率を示していたが、1985 年には 40 代前後、2005 年には 60 代前後で行為者率が最高となっ

ており、新聞を読む年代が徐々に高齢へとシフトしている。 

次に図２から「テレビを見る」という行為について見てみると、1965 年には 10 代から 30 代に

おいて 90％以上という高い行為者率が示されており、1985 年には全年齢で高い行為者率が示され

ているが特に 60 代前後で 95％の高い行為者率が示され、2005 年には 70 歳以上で高い行為者率が

示されている。新聞ほど顕著ではないにせよ、テレビを見る年代も徐々に高齢へとシフトしてい

ることが見てとれる。 

ラジオについては若年層を中心に全体として行為者率に低下が認められるため、新聞やテレビ

のような明瞭なピークの移動は認められないが、徐々に高齢者中心へとシフトしているのは同様

である。 

このようにコーホート表からでも同時出生集団とメディアとの密接な関係を観察することがで

きるが、以下ではコーホート分析を行うことでさらに詳細にこの関係について分析を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ テレビ行為者率の推移 

 

５．モデルの適用によるパラメータ推定 

ここまでに検討した標準コーホート表形式のマスメディア行為者率データについて、識別問題

を考慮しながらコーホート分析を行ってみる。ここでは先に述べたとおり Mason and Fienberg の

手法を用い、少なくとも 2 つ以上の年齢層、時点ないしコーホートの効果が等しいという条件を

付与した上で、以下のような線形モデルを考案し、年齢、調査年、出生年、さらに性別も変数に

加えダミー変数付きの重回帰分析を適用することにより、パラメータの推定を行った。 
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I,J,K は年齢・時代・コーホート効果のカテゴリー数； 

 

Ⅲ．分析の結果 

分析に使用したサンプルの構造は表４に示す通りである。1965 年のデータにおいて 10 代と 60

代のデータは男女合算したのみが公開されているために、サンプルの 10 代と 60 代で他の年齢と

わずかな差が出ている。また 1970 年以降のデータにおいては、70 歳以上の人々を複数の出生年

のデータとして扱っている。例えば 1975 年度調査における 70 歳以上の人々は、出生年 1896-1905

のデータと、出生年 1895 のデータの２つを入力してある。このため、70 歳以上のサンプルが 87

と他に比べて多くなっている。 

 

表４ サンプルの構造 

年
齢 

10代 27

調
査
年 

1965 年 33 

出
生
年 

-1895 27
曜
日 

平 日 87  

 20 代 30 1975 年 48 1896-1905 27 土曜日 87  

 30 代 30 1985 年 54 1906-1915 30 日曜日 87  

 40 代 30 1995 年 60 1916-1925 30 性
別 

男 性 126  

 50 代 30 2005 年 66 1926-1935 30 女 性 126  

 60 代 27 1936-1945 30  
 70 歳以上 87 1946-1955 27  
 1956-1965 24  
 1966-1975 18  
 1976-1985 12  
 1986-1995 6  
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表５ コーホート分析結果表 

   テレビ行為者率 新聞行為者率 ラジオ行為者率  

 決定係数 0.773 0.858 0.618  

 平均行為者率 93.16 47.80  16.81  

 説明変数 推定値 t 値 推定値 t値 推定値 t 値  

 切片 95.10 151.67  
***

70.21 32.30 
***

23.71  22.05  
***  

 性別 
(Sex) 

男性 基準値 0  

 女性 0.65 2.38  
**

-14.82 -15.68 
***

-2.63  -5.62  
***  

 

時代効果 
（Period) 

1965 年 -8.57 -12.54  
***

-19.49 -8.22 
***

-6.20  -5.29  
***  

 1975 年 -1.55 -3.21  
***

-9.66 -5.78 
***

-1.32  -1.59     

 1985 年 基準値 0  

 1995 年 -0.07 -0.14   15.57 9.91 
***

-1.33  -1.70  
*  

 2005 年 -0.16 -0.30   18.44 9.75 
***

1.10  1.18  
   

 

加齢効果 
(Age) 

10 代 10.19 10.24  
***

0.14 0.04 
 

11.12  6.52  
***  

 20 代 1.64 2.11  
**

8.15 3.01 
***

8.83  6.60  
***  

 30 代 1.61 2.55  
**

7.04 3.22 
***

2.09  1.93  
*  

 40 代 基準値 0  

 50 代 -0.43 -0.70   -10.23 -4.73 
***

-2.22  -2.08  
**  

 60 代 -0.61 -0.80   -16.01 -6.05 
***

-3.91  -2.99  
***  

 70 歳以上 -2.70 -2.59  
**

-24.32 -6.75 
***

-6.55  -3.67  
***  

 

世代効果 
(Cohort) 

-1895 2.79 2.55  
**

6.34 1.67 
* 0.33  0.18     

 1896-1905 3.13 3.00  
***

6.34 1.75 
* 0.28  0.16     

 1906-1915 3.64 3.95  
***

8.25 2.58 
**

-0.42  -0.26     

 1916-1925 2.81 3.61  
***

6.97 2.58 
**

-0.15  -0.12     

 1926-1935 2.35 3.69  
***

2.78 1.26  1.05  0.96     

 1936-1945 基準値 0  

 1946-1955 -2.83 -4.45  
***

-14.60 -6.62 
***

-3.88  -3.55  
***  

 1956-1965 -6.75 -8.54  
***

-35.78 -13.05 
***

-9.90  -7.30  
***  

 1966-1975 -11.85 -11.93  
***

-15.51 -16.11 
***

-17.56  -10.30  
***  

 1976-1985 -15.51 -12.51  
***

-68.53 -15.93 
***

-23.19  -10.90  
***  

 1986-1995 -18.67 -11.63  
***

-73.09 -13.14 
***

-29.18  -10.60  
***  

 ※表中の***は 1％有意水準，**は 5％の有意水準，*は 10％の有意水準で有意であることを示す．  

 

今回は観測時点ごとに男女別の集計表を利用することが可能であったため、一般的なコーホー

ト分析に加えて性別を要因として組み込むことができた。コーホート分析の結果を表５に示す。

また表５に示されたパラメータ推定値の推移を図７にグラフ化して示した。表５に示したとおり、

モデルの適合度を示す重相関係数の二乗（決定係数 R２）はテレビの行為者率において 0.773、新

聞において 0.858、ラジオにおいても 0.618 と高く、ｔ値も１％水準で有意であり、モデルの説明

力はきわめて高いと評価できる。 

モデルに組み込んだ要因の個別の影響として、まず性別について結果を検討すると、テレビ、

ラジオについては性別がほとんど影響しない。これに対して新聞は女性がマイナスの値をとり、

男性優位のメディアであることがわかる。今回の分析は性別によるメディア需要の分析ではない
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ので以上は補足的な知見であり、ここで重要なのは性別をモデルに組み入れたことにより、以下

に述べる時代効果、加齢効果、コーホート効果で性差は考慮する必要がない点にある。 

次に時代効果について検討すると、テレビは 1965 年がマイナスになる以外はほぼフラットであ

る。1965 年といえばカラーテレビが市場に登場したころであり、世帯普及率が 95％に達していた

白黒テレビからカラーテレビへの移行が始まった時代にあたる。時代効果がこの時期に一時的に

マイナスとなったのは、調査時期がそのような要素も作用したためではないかと考えられる。だ

だし、その後はほぼフラットなことから、テレビについて時代効果は観察されないといってよい

だろう。ラジオについてもこの点は同様である。これに対して新聞は 1965 年から 2005 年にかけ

て一貫して係数がプラスでしかも１％有意水準で有意に推移している。これらは後に触れる世代

効果があまりにも大きな値でマイナスに働いているためにその揺り戻しとして係数がプラスに推

定された可能性が示唆される。 

加齢効果はテレビでは 10 代が大きくプラスに振れ 20 代以降はほぼフラットとなる。ラジオは

10 代、20 代の若年層がプラスとなり年齢があがるにつれて下がる傾向にある。テレビは 10 代に

とくに支持されるが年齢効果のあまり認められないメディア、ラジオは年齢効果の大きなメディ

アということができるだろう。これに対して新聞は 20 代、30 代の社会人年齢でプラスとなり 40

代以降はマイナスに大きく振れていく。新聞が社会人として必要となる情報を得る手段であると

理解されていることは、たとえば就職活動を控えた大学生が急に新聞を購読するような行動にあ

らわれている。 

ここで注目すべきは、新聞が加齢効果においても 40 代以降が下降傾向にあり、後に述べるコー

ホート効果との相乗効果によって今後高齢者を中心にさらに行為者率が低下すると予測される点

である。 

最後に世代効果を見ていくと、テレビにおいては 1985 年以前出生では５％有意水準で、そのほ

かの全ての世代では１％有意水準で有意であり、係数は若い世代ほどマイナスで大きく、若い世

代が上の世代に比べてテレビを見なくなっていることが有意に示されている。新聞においても

1946 年以降出生の世代において世代効果が１％有意水準でマイナスに有意であり、若い世代ほど

係数がマイナスで極端に大きい。若い世代が極端に新聞を見ないことが示されている。ラジオも

同様に 1946 年以降出生の世代で世代効果が１％有意水準で有意であり、若い世代ほど係数がマイ

ナスで大きい。 

また推定値の下がり幅を見ていくと、テレビは 1956-1965 年出生と 1966-1975 年出生との間で

下がり幅が 5.10 と最大に、新聞は 1946-1955 年出生と 1956-1965 年出生との間で下がり幅が 21.18

と最大に、ラジオはテレビと同様に 1956-1965 年出生と 1966-1975 年出生との間で下がり幅が 7.66

と最大になる。 
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Ⅳ．考察 

以上から、新聞、雑誌、ラジオという代表的なマスメディアの行為者率、すなわち日常的なメ

ディア接触行動について、その大部分はコーホート効果によって説明されるという結果が得られ

た。年齢効果や加齢効果についても一部は認められるもののコーホート効果に比べるとその影響

はわずかであった。このことは、特定のマスメディアへの接触をある時期にライフスタイルに組

み込んでいった特定のコーホートは終生その習慣を維持するが、その行動様式は後の出生集団に

は継承されないことを意味する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ テレビ・新聞・ラジオの推定値の推移 
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なぜ世代を超えて行動様式が継承されないのか、この点について、この分析結果はなにも明ら

かにはしていない。個人での視聴、閲覧が一般的な新聞や雑誌、あるいはラジオでは、家族内で

継承されないことは理解できるが、テレビのように家族で視聴する、あるいはある時期まではそ

のような行動様式が一般的だったメディアにおいても継承がなされていないことはきわめて興味

深い。特定の時期に獲得されなかった行動様式は、その後に獲得されることはないのだとも考え

られる。 

ただひとつだけ明らかなことは、メディアには固有の利用者となる同時出生集団が存在してお

り、そのコーホートに属する人々は年齢を重ねてもその媒体を購読し続けることである。このこ

とは一方では固有の購読層が高齢化し、その世代の人口が減少すると、そのメディアの支持者は

減少し、マスメディアが衰退することを意味する。従って、この数年間に顕著となった、いくつ

かのメディアの衰退は、インターネットという代替的なメディアの出現によるものではなく、コー

ホートの加齢によるところが大きいと考えられる。ただし、これは年齢効果とは異なり、あくま

でも特定コーホートの加齢である。 

インターネットの登場と普及さらにその商業的な成功は、マスメディアの事業構造を大きく毀

損し、マスメディアに高い収益率をもたらしていた垂直統合型の事業構造を変質させた。特に新

聞に関しては、このことが衰退を加速させたことは明らかである。読売新聞の会長である渡邊恒

夫は、わが国の新聞事業は米国とはことなり宅配主体で販売部数が安定しており、広告収入に依

存する比率が低いため、米国のような急速な新聞の破綻は起きえないとの意見を述べているが 22）、

中心的な購読者層の高齢化と年代が下がるにつれて急激に減少するコーホート効果があいまって

新聞の購読者は急減しているのであり、この二つの要因の作用と考えるならば定期購入者の増加

は容易には見込めないこととなる。渡邊の指摘は楽観的に過ぎるといえるのではないだろうか。

今回の分析結果が示唆することは、新聞に関しては、すでに「生き残り」のための方策を検討す

る時期ではなく、新たな事業としての「再生」のための努力が必要であると認識しなければなら

ない。 

他のメディア、たとえばテレビについても、2011 年には地上デジタル放送への統合が決定して

おり、そのための投資が経営を大きく圧迫しているといわれる。インターネットの影響だけでな

く、このような特殊な要因までが作用するならば、やはりテレビも新聞と同じ経緯を辿ると考え

ることができる。 

インターネットと代替するのではないとしても、既存のマスメディアが衰退することは、結果

的にはインターネットへの移行という現象と同じことになる。このことに関してはテレビが登場

した時代を振り返ることで、近い将来の予測が可能であろう。かつて McLuhan はテレビの登場に

より新聞など活字型のメディアが衰退するであろうとの予測を示すとともに 23）、メディアには固

有のメッセージがあるとして 24）メディアの共存を示唆した。結果的に McLuhan の示した二つの
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方向性のうち、後者が的中し、その後、複数のメディアをコンテンツの内容によって使い分ける

行為が一般的となったのである。インターネットに関しても他のメディアを駆逐し、インターネッ

トのみが生き残るというシナリオは、メディアの多様性の喪失につながる。既存のマスメディア

にはメディア選択の可能性と表現の多様性を保証するためにも、事業構造を再構築し、自らの役

割を示していく必要があるといえよう。 

さらに、またメディア接触におけるコーホート効果の優位は、特定のメディアに特徴的にあら

われるわけではなく、すべてのメディアに共通する特徴であった。このことからインターネット

もまた特定のコーホートとともに成長と衰退をすることが示唆される。インターネットは普及期

に入ってからすでに 20 年近くが経過しようとしている。インターネットもまた他のメディアと同

様に成熟期を迎えており、その後、インターネット支持層とともに衰退期に向かうというシナリ

オを描くこともできる。NHK 国民生活時間調査では前回調査より調査項目に組み入れらたばかり

であり、まだその特性を観察できる段階にはないが、今後も分析を継続的におこない、インター

ネットについてもライフサイクルを観察してゆきたい。 
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